
出入(帰)国記録等に係る照会に当たっての留意事項

平成24年7月9日,出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律(以下「改

正法」といいます。)が施行され,これに伴い,外国人登録法が廃止されます。

同日以降の出入(帰)国記録等に係る照会に当たっての留意事項は下記のとおりですの

で,御協力をお願いします。

1 照会窓口等

(1)照会担当窓口

東京入国管理局調査企画部門

(2)照会書の送付先

〒108-8255

東京都港区港南5-5-30

東京入国管理局(出入・登録照会担当)

(注1)封筒の宛先に「出入・登録照会担当」を必ず記載願います。

(注2)郵券を貼り,返送先を明記した返信用封筒を必ず同封願います。

(注3)電話による照会の受付け,回答は一切行っておりません。また,進捗状況

に関する問い合わせは業務処理を遅延させる原因となっており,御遠慮願い

ます。

(注4)持ち込みによる照会は受け付けていませノV。

(3)照会書の宛先

東京入国管理局長

(注)照会の宛先は「調査企画部門(首席入国警備官)」ではなく,必ず「東京入

国管理局長」としてください。

(4)照会の対象となる記録等

①日本人出帰国記録

別添

平成24年6月

法務省入国管理局

記
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外国人出入国記録

外国人登録記録

外国人登録原票の写し

(注)外国人登録原票は,改正法の施行後,市区町村から法務省に対し送付され

ることになっていますが,市区町村から送付があるまでは,外国人登録原票

の写しに係る照会に対して回答することはできませノV。

また,市区町村から送付があった後も,外国人登録原票を抽出するシステ

ムの構築が終了する平成24年末までの期間は,手作業により抽出作業を行

う必要があるため,回答まで通常よりも期間を要します。

2 照会に当たっての留意事項

(1)共通事項

ア照会者の官職・氏名を記載し,公印を押印した公文書により照会願います。公印

が押印されていない文書は返戻させていただいています。次用紙及び添付資料に割

印(公印によるもの)のない場合についても同様です。

イ照会目的及び照会の根拠法令(例:関税法119条第2項)を記載願います。記

載されていない文書は返戻させていただいています。

ウ特に緊急を要する案件については,緊急である旨及びその理由を記載願います。

ただし,業務が幅襲している場合等は御要望に応じかねる場合があります。

工担当者の氏名(難読氏名についてはふりがなを含む。)及び電話番号(内線番号

を含む。)を記載願います。担当者に対し,内容の確認等を行うこともあります。

オ多数の照会については,小口に分けた上,投函日を分散して照会願います。一度

に多数の照会があった場合,他の機関からの照会との関係から,調査着手までに相

当の期間を要することがあります。

力原則として,「一照会書に一人の人定事項」としてお願いします。やむを得ず,

「一照会書に複数の人定事項」として照会する場合は,人定事項に「1,2」等の

項番を付して照会してください。この場合にあっても,ーつの照会書に外国人と日

本人の対象者が混在していると事務処理が煩雑になるため,区分して照会するよう

御協力をお願いします。

(2)照会事項別の留意事項

8

②
③
④



ア日本人出帰国記録

(ア)照会書には次の事項を記載願います。

①国籍及び本籍(判明している場合)

本籍地が不明でも省略することなく,国籍を「日本」と記載してください。

②氏名(必ずふりがなを付してください。)

判明している場合は,旅券上の英字氏名を記載してください。特に,外国人

の配偶者・子である日本人,帰化日本人については,氏名が外国人のラストネ

ーム,ファーストネームになっている場合があります。このような場合,旅券

上の英字氏名が判明しないと該当する記録を検索できない場合があります。な

お,2008年以降,旅券の氏名についてはへボン式口ーマ字以外の表記(例

サトウをSATOW,ジョージをGEORGEなど)が多数見受けられるようになって

おり,ふりがなのみで照会があった場合,ヘボン式口ーマ字以外の表記があっ

た場合は調査が困難ですので,事前に旅券発給事実を確認し,旅券上の英字表

記氏名を確認願います。

ふりがなが特定できず,2以上のふりがながある場合,回答を差し控えるこ

とがあります。

③生年月日(西暦)

④性別

⑤その他参考事項

判明している場合は,旅券番号,出帰国年月日,出帰国港等を記載してくだ

さい。

(イ)旅券その他身分事項を確認する資料がある場合はそのコビーを添付願います。

(ウ)電算入力項目(下記3 (1)を参照)について回答し,その回答対象期間は,

調査日の過去3年間分及び当年の調査日の前日までの期間とさせていただきま

す。前記期間をさかのぼる期間の出帰国記録を要する照会する場合には,照会対

象期間及びその必要性を具体的に記載願います(例:「税徴収の居住者判定のた

め心、要にっき,00年以降の記録が必要」,「国民健康保険加入期間算定のため

必要にっき,00年以降の記録が必、要」)。

イ外国人出入国記録

(ア)照会書には次の事項を記載願います。
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① 国籍

判明している場合は,台湾,香港,北朝鮮等の地域名も記載してください。

(注1)外国人に係る電算上の国籍辻也域は,通常,直近の在留関係の許可

時の国籍・地域に対応しています。入国後,在留関係の申請を行って

いない外国人の場合は,入国時に使用した旅券に対応しています。

中国については次のとおりとなります。

中華人民共和国護照中国

香港SAR旅券中国(香港)

マカオSAR旅券中国(その他)

中華民国(台湾)護照台湾

(注2)改正法施行前に外国人登録を行い,その後に在留関係の申請を行っ

ていない外国人に係る電算上の国籍・地域は,外国人登録証明書上の

国籍表記となります。

この場合,中国については,中国(本士),中国(香港),中国(そ

の他)いずれも「中国」となります。また,台湾については,「中国」

となるときと,「台湾」となるときがあります。

②氏名

中国人及び韓国・朝鮮人については英字氏名及び漢字氏名,その他の国籍の

外国人については英字氏名を記載してください0

記載方法の例

0 中国人及び韓国・朝鮮人

姓名(Lost Name, First Nome)

0 その他の国籍の外国人

Last Name, Fitst Name, Middle Name

(注) 2002年4月以降に新規入国した中国人,韓国・朝鮮人の出

入国記録については,氏名表記が旅券上の英字氏名のみの場合が

ありますので,英字氏名を必ず記載してください。

生年月日(西暦)

性別

その他参考事項
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判明している場合は,出入国年月日,出入国港,出入国記録番号(ED番号),

在留力ード番号,特別永住者証明書番号,旧外国人登録証明書番号を記載して

ください。

(イ)旅券,在留力ード,特別永住者証明書,旧外国人登録証明書(一定期間,在留

カード等とみなされます。)その他身分事項を確認する資料がある場合はそのコ

ピーを添付願います。

(ウ)電算入力項目(下記3 (2)を参照)について回答し,その回答対象期間は,

調査日の過去2年間分及び当年の調査日の前日までの期間とさせていただきま

す。前記期間をさかのぽる期間の出入国記録を要する場合には,照会対象期間及

びその必要性を具体的に記載願います。

ウ外国人登録記録

(ア)照会書には次の事項を記載願います。

①国籍

判明している場合は,台湾,香港,北朝鮮等の地域名も記載してください。

②氏名

イ(ア)②と同様に記載してください。

③生年月日(西暦)

④性別

⑤その他参考事項

判明している場合は,外国人登録番号,居住地を記載してください。

(イ)旅券,在留力ード,特別永住者証明書,旧外国人登録証明書その他身分事項を

確認する資料がある場合はそのコピーを添付願います。

(ウ)外国人登録記録の電算入力期間は,198 1年10月1日から 20 12年7月

8日までとなります。また,外国人登録法廃止後は,外国人登録記録は更新され

ませノVので,その点御注意願います。

工外国人登録原票の写し

(ア)照会書には上記ウ(ア)と同様の事項を記載願います。

(イ)旅券,在留力ード,特別永住者証明書,旧外国人登録証明書その他身分事項を

確認する資料がある場合はそのコピーを添付願います。

(ウ) 1981年10月1日以降の記録のみが必要であり,かつ,外国人登録原票上
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の写真を必要としない場合には,外国人登録原票の写しを照会するのではなく,

上記ウの外国人登録記録のみを照会願います。

(エ)回答の対象となる外国人登録原票は,最後に作成された外国人登録原票のみと

させていただきます。それ以前の外国人登録原票について,照会書に特段の記載

があれば対応させていただきます。

(オ)平成24年7月9日の外国人登録法の廃止に伴い回収された外国人登録原票又

は既に閉鎖されていた外国人登録原票の別,閉鎖年月日,閉鎖理由及び最終登録

地を記載願いまt (判明している場合)

3 回答事項

電算入力事項等に基づいて回答するため,回答事項は次のとおりとなります。これ以

外の事項(例:在留資格,在留期間,在留期限,在留力ード若しくは特別永住者証明書

の番号,有効期間の満了日又は写真等)については,当該項目及びその回答を必、要とす

る理由について具体的に記載願います。記載にないとき又は必要陛が判然としないとき

は,回答を控えさせていただく場合があります(一部の項目にっいて回答を控えさせて

いただく場合もあります。) 0

(1)日本人出帰国記録

①氏名(旅券上の英字氏名)

②生年月日(西暦)

③性別

④旅券番号

⑤出帰国年月日

⑥出帰国港

⑦出帰国に航空機を利用した場合は,使用航空機便名及び乗降機地

ただし,200 1年7月1日から2005年1月3日までの間は記録を取得して

おらず回答できませノV。また,2005年1月4日以後は事前旅客情報システム(A

PIS)により航空会社からこれらに係る情報の提供を受けた場合に限り記録され

ており,その場合に限り回答します。

(2)外国人出入国記録

①国籍・地域

0

12



②氏名

i 中国人及び韓国・朝鮮人

(i)改正法施行前に外国人登録を行っている場合漢字及びカタカナ

(五) 200 2年3月以前に新規入国した場合((i)を除く。)カタカナ

(塑) 2002年4月以降に新規入国した場合((i)を除く。)英字

五その他の外国人英字(L"st Nam., Fi玲t Nam., Middle Nam0の順)

③生年月日(西暦)

④性別

⑤住居地

⑥出入国年月日

⑦出入国港

⑧出入国に航空機を利用した場合は,使用航空機便名及び乗降機地

ただし,2004年1月1日から2005年1月3日までの間は記録を取得して

おらず回答できませノV。また,2005年1月4日以後は事前旅客情報システム(A

PIS)により航空会社からこれらに係る情報の提供を受けた場合に限り記録され

ており,その場合に限り回答します。

(3)外国人登録記録

以下の事項に関する外国人登録記録の履歴(外国人登録法廃止以前の情報ですので

御注意ください。)を回答します。

①国籍

②氏名

i 中国人及び韓国・朝鮮人漢字及びカタカナ

ii その他の外国人英字(L卵t N"mo, Fi玲t Nam., Midd]. Nam0の川動

③生年月日(西暦)

④性別

⑤外国人登録番号

⑥居住地

⑦在留資格

⑧在留期限

⑨世帯主の氏名及び世帯主との続柄
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(4)外国人登録原票の写し

最後に作成された外国人登録原票の両面写し。

4 回答書の内容

回答書の内容は,行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の規定に基づき管

理されている個人のプライバシーに係る情報であり,その内容をみだりに他人に知らせ

たり,不当な目的に使用したりすることのないよう,厳格に取り扱い願います。
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Q1 出入(帰)国記録に使用航空機便名及び乗降機地が記載されていないが。

A1日本人出帰国記録については 2001年7月1日から,外国人出入国記録については

2004年1月1日から,記録の早期取得化のため取得方法が変わり,同情報を電算記録

に取り込まなくなりました。また,2005年1月4日以降は事前旅客情報システム(A

PIS)により航空会社から情報の送信があった場合のみ記録されておりますので留

意願います。

FAQ (よくある質問事項とその回答)

Q2

A2

日本人出帰国記録の旅券番号が本人の所持する旅券番号より1桁多いのはなぜか。

末尾がチェックデジットになっているためです。

Q3 外国人登録原票の写しの提供は可能か。

A3 改正法施行後,市区町村に保管されていた外国人登録原票は,法務省に送付される

ことになりますので,それ以後は提供可能となります。

ただし,市区町村から法務省に外国人登録原票が送付されるまでの間は提供困難で

あり,また,現在,法務省においてはコンピュータ機器によって外国人登録原票を抽

出するシステムの構築を進めていますが,この作業が終了するまでの間(おおむね本

年末まで)は,外国人登録原票の抽出を手作業によって行う必要があるため,通常よ

りも回答に,間を要します。

Q4 寄港地上陸許可・通過上陸許可は回答記録の範囲になっているか。

A4 2004年1月1日以降であれぱ,東京入国管理局において回答可能ですが,これ以前

の記録にっいては,当該許可を行った地方入国管理官署宛照会願いまt。

また,在留資格審査・退去強制手続の詳細,退去命令記録等地方入国管理官署限り

で保有している記録に関するものについても,当該地方入国管理官署宛問い合わせ願

い'ます。

Q5

A5

中国人や韓国人について,漢字氏名のみで照会した場合の回答はどのようになるか。

当該外国人が2002年4月以降新規入国している場合には,当該出入国記録は回答書
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に反映されない場合がありますので,可能な限り英字表記氏名を特定した上で照会願

います。

中国人や韓国人について,英字氏名のみで照会した場合の回答はどのようになるか。Q6

2002年4月以降に新規入国している出入国記録については,全て回答書に反映されA6

ますが,それ以前の記録については,反映されませノV。

Q7 被疑者が旅券を所持しておらず,その氏名が@astⅣa勿ω,伊irstⅣa勿.ノ,価'iddル

Ⅳ勿eノのほかに4つ目,5つ目の氏名が付いている場合は,回答時間は遅くなるか。

A7 氏名が上述のように3つ目までの場合は,最大で6通りの組み合わせについて,各

記録を検索するとととなりますが,更に質問のような場合は,24~60通りの大量の検

索を行う必要がある可能性があり,この場合通常の照会に比べ回答まで相当時間がか

かります。
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本年6月に改正法施行後における出入 U吊)国記録等に係る照会に当たっての留意事項
にっいてお知らせしたところですが,これに加えて,特に外国人登録原票に係る照会に当

たって御留意いただきたい事項について下記のとおりお知らせします。

外国人登録原票に係る照会に当たっての留意事項

1 外国人登録原票に含まれる個人情報
外国人登録原票には,旧外国人登録法の規定に基づき,次に掲げる個人情報(外国人
登録法廃止前の情報)が含まれています。

(1)登録番号

(2)登録の年月日

(3)氏名(通称名も含む。ない場合もあります。)
(4)出生の年月日

(5)男女の別

(6)国籍

(フ)国籍の属する国における住所又は居所
(8)出生地

(9)職業

(10)旅券番号

(11)旅券発行の年月日

(12)上陸許可の年月日

(13)在留の資格

(14)在留期間

(15)居住地

(16)世帯主の氏名

(17)世帯主との続柄

(18)世帯主である場合には,世帯を構成する者の氏名,出生の年月日,国籍及び世帯主
との続柄

(19)本邦にある父母及び配偶者の氏名,出生の年月日及び国籍
(20)勤務所又は事務所の名称及び所在地
(21)写真

(22)署名

平成 2 4年8月

法務省入国管理局

2 外国人登録記録との関係

19 8 1年10月1日から 20 1 2年7月8日までの上記(1)から(6)まで及び
(13)から(17)までの項目の情報については,外国人登録記録として電算入力されて

います。

3 特に外国人登録原票に係る照会書において留意いただきたい点
本年6月の「出入(帰)国記録等に係る照会に当たっての留意事項」においてお知ら
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せしている点に加え,次の点について御留意ください。
外国人登録原票に含まれる個人情報,特に外国人登録記録として電算入力されている
項目以外の項目について必要である場合には,その具体的な照会理由及び必要性につぃ

て照会書に記載してください。当方において,その記載に基づき,提供の適否にっいて,
照会の根拠となる法令の趣旨に沿って判断いたします。

4 回答方法

回答項目が少ない場合は,その項目だけ抜き出して回答する方法で回答させていただ

く場合があります。

また,外国人登録原票の写しを交付する方法で回答させていただく場合であっても,
照会書において提供を求められていない項目や,照会書に記載いただいた照会理由及び

必要性についての説明では,当方で照会の根拠となる法令の趣旨に沿って検討した結果,
その必要陛があると判断することができない項目については,その項目についてマスキ
ングした写しを作成し,回答させていただく場合もあります。

18



子ども虐待による死亡事例等を防ぐために
これまでの報告にみられたりスクとして留意すべきポイント

養育者の側面

0 妊娠の届出力遅い
0 妊娠の届出力なされておらず、
母子健康手帳力未発行である
0 中絶を希望している
0 医師、助産師の立会いなく自宅等で出産した
0 妊婦健康診査が未受診である又は
受診回数力極端に少ない
0 係関からの連絡を拒否している
(途中から関係力変化した場合も含む)

0 乳幼児健康診査力末受診である

(途中から受診しなくなった場合も含む)
0 精神疾患や強い抑一つ状態がある
0 子どもの発達等に関する金い不女や悩みを
抱えている

0 子どもを保i又してほしい等、養育者が自ら
目談してくる

0 虐待力疑われるにもかかわらず養育者が
虐待を否定
0 訪問等をしても子どもに会わせない
0 過去に自殺企図力ある
0 多胎児を含む複数人の子どもがいる

※子どもが低年 Pである場合や離婚等による一人親の場合であって、
特に注して対応する必要がある。

子どもの側面

0 子どもの身体、特に、顔や首、頭等に
外傷が認められる
0 子どもが保育所等に来なくなった
0 施設等への入退所を繰り返している
0 きょうだいに虐待があった

生活環境等の側面

◎児童委員、近隣住民等から様子が
気にかかる冒の情報提供がある
0 生活上に何らかの困難を抱えて眺る
@転居を繰の返して眺る
0 ・孤立して圃る

援助過程の側面

0 単独の機関や担当者のみで対応している

0 関係機関の役割、進行管理する機関か
明確でない又は適仞でない
0 要保護児童対策地域協議会(子どもを守
る地域ネットワーク)が適切に開催され
ていない又は進行皀理が、きていない

上記ポイントに該当するときには、

巨亟]



人に必ず会

こどもスマイル100%プロジエクトの取組(兵庫県明石市)

(平成26年度から実施)

乳幼児健診時の確認ナ'ど

》「こんにちは赤ちゃん事業」による家庭訪問徃後速やかに)
民生児童委員が子どもが生まれたすべての家庭を訪問

》乳幼児健診

健診の種類 受診率(29年度)

4か月児健診 98.5q'0

1歳6か月児健診 97.5q'0

3歳児健診 94.69,'0

.
:この檎崟に会見点い傷誉は、孚主'1ざ金1ミ1を!舟1ら得る倭;係襍'商7葆'言勗'、"':
医療機関、生活福祉課等)と連携し確認
、■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■個■■■■■■■■■●■■■■■■●■■■■■■■■..

(別添3)

※なお、現時点で子ども確認のために児童手当の振込手続き停止を行った事例はない

保健師等による家庭訪占

①保健師が訪問(夜間・休日も)

・本プロジェクト実施に伴い保健師数を増
・13中学校区に15人を配(うち1人は未受診家庭対応担当)

▼

②地域の民生児童委員が訪問

・保健師が何度行っても不在の場合は近隣の民生児童委員に訪問を依頼

畢・
察・児相と連携

子どもの健康を100%確認

要対協担当課職員による調査・

》入国管理局へ出国状況を確認するほか、必要に応じて

^それでも冨えない→平成29年度は1△存在

平成29年度は250人存在↓゛

畢

■
■
■
■
●



●子どもを確認する

子どもの健康100%確認の恵義

虐'予●支援を必要とする子どもの早期発見

●個々の状況に寄り添い、継続的な支援へつながる

【健診末受診家庭への訪問後の対応】

訪問の結果、大半の家庭は勧奨に応じて健診を受診。また、養育
上の課題が見受けられる場合は、必要な支援につなげている。

》訪問の結果継続的支援につながった人数(29年度)

人数

子ども点での支援

4か月児健診

1歳6か月児健診

3歳児健診

》支援事例

ψ子どもに発達上の課題が見受けられたため、保健相談対応を継
続的に実施

ψ療育が必要な子どもと判断されたため、障害児通所サーピスに
つなげる

ψ在留資格が切れていた外国人家庭であったため、関係機関{こつ
なげる

婦全数面接も

7人

9人

20人

,■■■田■■■■■■■■■■■詔■■皿■冒■■■■圏■■■■■■■■■■■罰■■圃■■■■■■■■■皿■■■■■■■■包■■■

このほか、子育て世代包括支援センターにおいて

1実施(担当保健師等6名配置)。
来所できない方に対しては家庭訪問で対応。

^■■■■ ■■怪皿■巨■■■■皿■■■■■冒■■■罰■■■首■■■■■■■●佃■■■■■■■■■圃■■■■■■■■■■

■
■
■
:
■
■
■
■
■
邑.

■
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都道府県

指定都市

中核市児童福祉・母子保健主管部(局)長

保健所設置市

特別区

各

「要支援児童等(特定妊婦を含む)の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育

等の連携の一層の推進について」の一部改正について

子家発 0720 第 4 号

子母発 0720 第4 号

平成 30年7月20日

児童福祉法(昭和 22年法律第 164 号)第 21 条の 10 の 5 の規定に基づき、病

院、診療所、児童福祉施設、学校等が、要支援児童等(特定妊婦を含む)と思わ

れる者を把握した場合の市町村への情報提供に関する取扱いについては、「要支

援児童等(特定妊婦を含む)の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携

の一層の推進について」(平成 28年12月16日付け雇児総発 1216 第 2 号、雇児

母発 1216第2号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長連名通

知)に基づき、その取組を推進していただいているところであるが、今般、「児童

虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」(平成 30年7月20日児童虐待防止対

策に関する関係閣僚会議決定)が取りまとめられたことから、別添新旧対照表の

とおり一部改正し、本日から適用することとしたので御了知いただくとともに、

管内市町村への周知をお願いする。

さらに、本通知については、文部科学省と協議済みであることを申し添える。

なお、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67 号)第 245 条の 4 第 1項の

規定に基づく技術的助言である。

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長

(公印省略)

厚生労働省子ども家庭局母子保健課長

(公印省略)

殿



「要支援児童等(特定妊婦を含む)の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について

前文(略)

(略)1 ・ 2

3 各個別分野の留意事項

(1)市町村

①母子保健所管部局

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生

児の訪問指導、乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健

所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する

機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア(略)

イ乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、

精神発達の遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切

な指導を行い、心身障害の進行を未然に防止するとともに、

生活習慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関す

る指導を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図るこ

と。また、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対する虐

待防止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。

ウ・エ(略)

②・③(略)

④教育委員会

各市町村の教育委員会は、各学校を通じ、要支援児童等と思

われる者を把握した場合や、他機関を通じてその情報を得た場

改正後

新旧対照表

*課程、学

前文(略)

(略)1 ・ 2

3 各個別分野の留意事項

(1)市町村

①母子保健所管部局

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生

児の訪問指導、乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健

所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する

機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア(略)

イ乳幼児健康診査では、運動機能、視聴覚等の障害、精神発

達の遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導

を行い、心身障害の進行を未然に防止するとともに、生活習

慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関tる指導

を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図ること。ま

た、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対する虐待防

止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。

ウ・エ(略)

②・③(略)

④教育委員会事務局

改正前

(男11添)

各市町村の教育委員会事務局Eは、学交に対する門的な
ヒ

導を行う指導主事が配されている場合もあり



合には、以下のことに留意して、適切に対応すること。

各市町村の教*委夕会は、学校保健安全法(昭和33年また

法

有するものの就学に当たって、その健康診断(以下「就学時健

診」という)を行わなければならないこととされてぃる

56 号)

就学時健診では、低兆養などの一養状態、外傷・火傷の痕

跡、むし歯治療の放臂、子どもの行動・態度などから、子ども

Ⅱ条に基づき、当該市町寸の区域内に住所を

の心身の問題を把握しやすいととから、要支援児童等を把握し

た場合は以下のことに留意して、適釖に対応すること。

ア学校が要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必

要な支援につなげるために、学校から当該児童が居住する市

町村に相談し、情報提供を行うよう指導すること。

イ就学時健診を通じて要支援児童等と思われる者を把握する

に当たっては主に別表2を参考にすること。就学時健診で

当該児童を把握した場合には、必要な支援にっなげるため

に、関係音局に1主報提供を行うこと

ウ関係部局への情報提供の際は、当該要支援児童等と思われ

亙者四1墨護者笠に対し、原則として、情報提供の概要を説明

し、居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者

の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ること

を説明すること。

工なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等と思われる者に必要な支援がつながるよう、居住する市町

羽指導その他学校教*に関する事項の指導に当たってぃる

*委員会事務局は各学校からチ旨主事への様々な相談や指導

依担を通じ、要支援児童等を把握した場合や、他機関を通じて

その情報を得た場合には、以下のことに留意して、適切に対応

するよう指導すること。

村への情報提供を行うこと。

また、当該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1

項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行

われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規

ア主に別表3を参考に、学校が要支援児童等と劃断した場合
には、必要な支援につなげるために、学校から要支援児童等

が居住する市町村に相談し、情報提供を行うよう指導するこ

と。

また、当該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1

項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行

われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報

提供の概要及び要支イ児童等が居住する市町村による支援を

受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、

養育の支援となり得ることを説明することが必要である旨を

指導すること。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等に必要な支援がつながるよう、要支援児童等が居住する市

町村への情報提供を行うよう指導すること。



定に抵触するものではないことに留意されたい。

オ必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等に

ついて共に協議し、継続的な支援を行うこと。

⑤(略)

(2)~(4)("御

(5)学校

①(略)

②小学校及び中学校等

学校は、学級担壬や養護教諭を中心に行われる朝の健康観察

をはじめ、学校生活全般を通して健康雀察を行うことで、子と

もの心身の健康"態を把握する'割を担っており

は、子ども虐待の早期発見・早期対応にもつながるため、以下

のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表3を参老に、要支援児童等と思われる者を把握し

た場合には、彪要な支援につなげるために、居住する市町村

に相談し、情報提供を行うこと。当該情報提供に際しては、

市町村との連絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくこ

とが望ましい。

イ関係部局への情報提供の際は、要支援児童等と思われる者

定に抵触するものではないことに留意されたい。

工必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等に

ついて共に協議し、継続的な支援を行うこと。

⑤(略)

(2)~(4)(略)

(5)学校

①(略)

②小学校及び中学校等

学校及び学校の教職員等は、子ども虐待を発見しやすい立場

四保護盡笠に対し、原則として、情報提供の概要を説明し、

居住する市町村による支援を受けることが、身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明すること。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等と思われる者に必要な支援がつながるよう、居住する市町

町村への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児

童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示

罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないこ

その取組

村への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児童

福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪

や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないこと

にあることを自覚し、子ども虐待の早期発見・早期対応に努め

る必要があることから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表3を参考に、要支援児童等と判断した場合には、

必要な支援につなげるために、居住する市町村に相談し、情

報提供を行うこと。当該情報提供に際しては、市町村との連

絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくことが望まし

し、

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報

提供の概要及び要支援児童等が居住する市町村による支援を

受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、

養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等に必要な支援がつながるよう、要支援児童等が居住する市



に留意されたい。

エ~カ(略)

(6)・(フ)(略)

別表1~3 佃御

別添1・ 2 (略)

参考資料1~3 (略)

とに留意されたい。

エ~カ(略)

(6)・(フ)(略)

別表1~3 (略)

別添1・ 2 (略)

参考資料1~3 (略)



(改正後全文)

都道府県

指定都市

中核市

保健所設置市

特別区

各

雇児総発1216第2号

雇児母発1216第2号

平成2 8年1 2月1 6日

(改正経過)

雇児総発0331第9号

雇児母発0331第2号

平成29年3月31日

子家発 0720第4号

子母発0720第4号

平成30年7月20日

児童福祉・母子保健主管部(局)長殿

「児童福祉法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第63号。以下「改正法」とい

う。)が、平成28年6月3日をもって公布され、改正法により新設された児童福祉法(昭

和22年法律第 164号)第21条の 10 の5の規定が、 10月1日に施行された。これにより、

児童福祉法第6条の3第5項に規定する、保護者の養育を支援することが特に必要と認め

られる児童(以下「要支援児童」という。)若しくは保護者に監護させることが不適当であ

ると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行う

ととが特に必要と認められる妊婦(以下「特定妊婦」という。)(以下「要支援児童等」と

いう。)と思われる者に日頃から接する機会の多い、病院、診療所、児童福祉施設、学校等

が、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、当該者の情報を現在地の市町村に提

供するよう努めなければならないこととされたところである。

また、社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会(以下

「専門委員会」という。)において、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について

(第 12次報告)」(以下「第 12 次報告」という。)がとりまとめられた。第 12次報告で

は、虐待による死亡事例のうち、 0歳児の割合が約6割(第1次~第12次報告全体では、

要支援児童等(特定妊婦を含む)の情報提供に係る

保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長

(公印省略)

母子保健課長

(公印省略)



同割合が約4害D を占め、妊娠期から切れ目のない支援体制の整備の必要性と、学校内で

の虐待に関する理解の向上と要保護児童対策地域協議会(以下「協議会」という。)を活用

した支援体制づくりの重要陛等が提言として公表された。

ついては、これらを踏まえ、各地方自治体におかれては、下記の趣旨及び留意事項を十

分にご理解の上、要支援児童等を早期に把握し、速やかに支援を開始するために保健・医

療・福祉・教育等の連携体制の構築とより一層の連携に取り組んでいただきたい。

都道府県におかれては、管内の市町村や病院、診療所、児童福祉施設、学校等の関係機関

に周知を図られたい。

また、病院、診療所との連携には、管内の関係機関・関係団体等の協力を得る必要があ

ることから、日本医師会、日本産婦人科医会、日本小児科医会、日本歯科医師会、日本看

護協会、日本助産師会の関係団体に別途協力を依頼している。

さらに、本通知については、文部科学省と協議済みであり、文部科学省からも、各都道

府県・指定都市教育委員会教育長、各都道府県知事、附属学校を置く各国立大学法人学長

に対し、通知されているので念のために申し添える。

本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67 号)第245 条の4第1項の規定に基づく技術

的な助言である。

(参考)

0児童福祉法中劣

第21条の 10の5 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦の医

療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教

職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、

要支援児童等(*1)と思われる者を把握したときは、当該者の情報をその現在地の

市町村に提供するよう努めなければならない。

②刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の規定に

よる情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。

(*1)要保護児童、要支援児童及び特定妊婦の定義

【児童福祉法第6条の3第5項及び第8項】

・要保護児童:保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童

・要支援児童:保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童(要保護児童を除く。)

・特定妊婦:出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦

1 法改正の趣旨

これまでに専門委員会がとりまとめた「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等に

ついて(第1次~第12次報告)」によると、心中以外の虐待による子どもの死亡事例に

ついては、 0歳児の割合が約4割を占めており、この背景としては、母親が妊娠期から

2
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一人で悩みを抱えているケースや、産前産後の心身の不調、家庭環境の問題などがある

と考えられている。また、妊娠の届出がなく母子健康手帳が未交付である、妊婦健診が

未受診であるといった妊婦については、市町村(特別区を含む。以下同じ。)で状況が把

握できない場合がある。

こうした課題に対応するためには、妊婦等自身からの相談を待つだけでなく、特定妊

婦に積極的にアプローチすることが必要であり、その前提として、そうした妊婦等を把

握しやすい機関等からの連絡を受けて、市町村がその状況を把握し、妊娠期からの必要

な支援につなぐことが重要である。

また、児童相談所における虐待相談の対応件数は毎年増加しており、平成27年度は

103,286件で過去最多となった。子ども虐待は、特別な家庭だけに発生するものではな

く、学齢期以降の子どもを含め、すべての子育て家庭で起こり得る可育自性があり、協議

会を通じた関係機関との情報共有等を密に行い、虐待が深刻化tる前の早期発見、早期

対応が重要である。

このため、改正法においては、要支援児童等に日頃から接する機会が多い、病院、診

療所、児童福祉施設、学校等が、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、当該

者の情報を現在地の市町村に提供するよう努めなけれぱならないこととされ、関係機関

からの情報提供を基に、早い段階から市町村の支援につなげていくことが期待されてい

る。

さらに、各分野での取組を通じた一層の連携を図るため、分野ごとの留意事項を3の

とおりまとめたので、十分ご配慮願いたい。

2 情報提供に当たっての共通の留意事項

個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」とい

う。)第16条及び第23 条においては、あらかじめ本人の同意を得ないで、①特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない、②個人デー

タを第三者に提供してはならない、こととされているところであるが、今般の改正法に

より、児童福祉法第21条の10の5第1項に規定されたことから、関係機関が要支援児

童等に関する知り得た情報を市町村に提供することは、個人情報保護法第16条第3項第

1号及び第23条第1項第1号に規定する「法令に基づく場合」に該当し、例外的に、本

人の同意を得ないで情報を提供しても個人情報保護法違反にならないことに留意された

し、

また、地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団体の個人情報保

護条例において、個人情報の目的外利用又は提供禁止の例外規定として、「法令に定めが

あるとき」等が定められていることが一般的であり、児童福祉法第21条の 10 の5第1

項に基づぐ情報提供は「法令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこのような例

外規定がある場合には条例違反とはならないと考えられる。

ただし、対象となる者に対しては、原則として、情報提供の概要及び要支援児童等が

居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減

し、養育の支援となりうることを説明することが必要である。

なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつながる

よう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。

3



また、当該情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものであ

るため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法

律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

(参考)

0個人情報の保護に関する法律伊劣

(利用目的による御邦艮)

第十六条個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定に

より特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはな

らない。

2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事

業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得

ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必、要な範囲を超えて、当

該個人情報を取り扱ってはならない。

3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

法令に基づく場合

人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき。

公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ三

つて、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぽすおそれがあるとき。

(第三者提供の告邨艮)

第二十三条個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

法令に基づく場合

人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき。

公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ三

つて、本人の同意を得るととが困難であるとき。

四国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

(略)2~ 5

3 各個別分野の留意事項

(1)市町村

情報提供を受けた市町村は、保健・医療・福祉・教育等の関係機関から提供された

情報を基に、必要な実情の把握を行うとともに、関係機関に協力を求め、家庭の生活

4
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状況や虐待の事実把握等の必、要な調査を行う。

また、協議会調整機関として、必要に応じて、把握した内容について協議会に必要

な情報の提供を行い、関係機関との情報共有、支援の要否及び支援内容の協議を行

つ。

協議後は、市町村の担当課と関係機関が連携を図りながら必要な支援を行うこと。

なお、関係機関から清報提供に関する説明が行われていない場合、市町村が必要な

支援を行う際に、情報提供元が特定されないよう、保護者への説明内容や関わる時期

等について、関係機関との事前の協議(*2)が必要である。

さらに、連携の促進を図るためには、訪問指導等の必要な支援を行った市町村が、

その結果を記録し、速やかに情報提供元の関係機関に報告することが必要である。

なお、文書で報告する際の様式(参考資料1)を定めたので、参考とされたい。

5

(*2)関係機関との事前の協議 q卿

市町村が必要な支援を行う際に、「乳幼児健康診査の相談内容やその後の子どもの様子を

伺うため」「この周辺の子育て中の家庭を訪問し、子育ての悩みなどを尋ねている」など、

保護者向けの説明内容を事前に関係機関と協議すること。

①母子保健所管部局

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生児の訪問指導、乳幼

児健康診査などに携わる市町村の母子保健所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びそ

の保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊婦の身体

的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保健施策以外の経済

的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり親担当や生活保護、児童相

談所等の適切な窓口等を紹介すること。

イ乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、精神発達の遅滞等障

害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導を行い、心身障害の進行を未然に

防止するとともに、生活習慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関す

る指導を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図ること。また、家族の育

児面での情緒を養い、子どもに対する虐待防止等が図られるよう、十分留意した

指導を行うこと。

ウまた、平成28年度に母子保健法(昭和40年法律第141号)の一部を改正し、

母子保健施策は子ども虐待の予防や早期発見に資するものであることに留意する

よう明確化された。このため、乳幼児健康診査等の様々な機会・事業を通じて、

特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策が子ども虐待の予防や早期

発見に資するものであることに留意し、母子保健施策と児童虐待防止施策との連

携により一層努めること。

工特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、その支援方針等について共に協議し、継続的な支援を行うこと。

②子育て世代包括支援センター



子育て世代包括支援センターは、妊産婦及び乳幼児等の実情を把握すること、妊

娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導を

行うこと、支援プランを策定すること、保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

を行うことが必須の事業とされており、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接

触する機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊婦の身体

的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保健施策以外の経済

的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり親担当や生活保護、児童相

談所等の適切な窓口等を紹介すること。

イ母子健康手帳の交付等の母子保健施策は乳幼児に対する虐待の予防や早期発見

に資するものであることに留意するよう明確化されたことを踏まえ、様々な機

会・事業を通じて、特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策と児童

虐待防止施策との連携により一層努めること。

ウ特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、その支援方針等について協議し、継続的な支援を行うこと。

③市区町村子ども家庭総合支援拠点

市区町村子ども家庭総合支援拠点は、コミュニティを基盤にしたソーシャルワー

クの機能を担い、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関し必

要な支援に係る業務全般を行うとともに、その支援に当たっては、子どもの自立を

保障する観点から、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包括的・継続的な

支援に努めることとされ、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する機会が

多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。

ア子どもとその家庭及び妊産婦等に関し、母子保健事業に基づく状況、親子関

係、夫婦関係、きょうだい関係、家庭の環境及び経済状況、保護者の心身の状

態、子どもの特性などの養育環境全般について、家庭全体の問題として捉え、関

係機関等から必要な情報を収集するとともに、インフォーマルなりソースも含め

た地域全体の社会資源の情報等の実情の把握を継続的に行うこと。

イ子どもとその家庭及び妊産婦等が自主的に活用できるように、当該地域の実情

や社会資源等に関する情報の提供を行うとともに、関係機関にも連携に資するそ

の福祉に関する資源や支援等に関tる情報の提供を行うとと。

ウ子どもとその家庭及び妊産婦等や関係機関等から、一般子育てに関する相談か

ら養育困難な状況や児童虐待等に関する相談まで、また妊娠期から子どもの自立

に至るまでの子ども家庭等に関する相談全般に応じること。

工個々の二ーズ、家庭の状況等に応じて最善の方法で課題解決が図られるよう、

支援を行うことと併せ、関係機関等と緊密に連携し、地域における子育て支援の

様々な社会資源を活用して、適切な支援に有機的につないでいくため、支援内容

やサービスの調整を行い、包括的な支援に結び付けていく適切な支援を行うこ

と。

オ特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、必要に応じた関係機関等との連携を行い、支援方針や支援の内容を具体的
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に実施していくための支援計画を作成し、継続的な支援を行うこと。

④教育委員会

各市町村の教育委員会は、各学校を通じ、要支援児童等と思われる者を把握した

場合や、他機関を通じてその情報を得た場合には、以下のことに留意して、適切に

対応すること。

また、各市町村の教育委員会は、学校保健安全法(昭和33年法律第56号)第Ⅱ

条に基づき、当該市町村の区域内に住所を有するものの就学に当たって、その健康

診断(以下「就学時健診」という。)を行わなけれぱならないこととされている。

就学時健診では、低栄養などの栄養状態、外傷・火傷の痕跡、むし歯治療の放

置、子どもの行動・態度などから、子どもの心身の問題を把握しやすいことから、

要支援児童等を把握した場合は、以下のことに留意して、適切に対応すること。

ア学校が要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必要な支援につなげる

ために、学校から当該児童が居住する市町村に相談し、情報提供を行うよう指導

すること。

イ就学時健診を通じて要支援児童等と思われる者を把握するに当たっては、主に

別表2を参考にすること。就学時健診で当該児童を把握した場合には、必要な支

援につなげるために、関係部局に情報提供を行うこと。

ウ関係部局への情報提供の際は、当該要支援児童等と思われる者の保護者等に対

し、原則として、情報提供の概要を説明し、居住する市町村による支援を受ける

ことが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ること

を説明すること。

工なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等と思われる者に必

要な支援がつながるよう、居住する市町村への情報提供を行うこと。

また、当;亥情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規定に基づくも

のであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義

務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

オ必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等について共に協議し、

継続的な支援を行うこと。

⑤要保護児童対策地域協議会

協議会は、その対象ケースについて個別ケース検討会議を行い、養育に関する問題

を明らかにするとともに、関係機関が連携して当該家庭に必要な支援を行うこと。ま

た、病院、診療所、児童福祉施設、学校等の関係機関ど清報共有及び支援内容の協議

を行い、支援内容の見直しを行う。特に要支援児童等が、複数の関係機関に関わって

いる場合などには、関係機関間での情報共有・連携ができるよう調整をすること。

(2)病院、診療所

病院、診療所は、妊産婦や子ども、保護者の心身の問題に対応することにより、要

支援児童等を把握しやすい立場にあり、子ども虐待の早期発見・早期対応において重



要な役割を担っていることから、以下のことに留意して取り組むこと。

①産科、新生児科、小児科、精神科、歯科等をはじめとする病院、診療所が、別表

1~3を参考に要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるために、要

支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

②情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支援

児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつな

がるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。

③また、従前から情報提供に際しては、別添1「養育支援を必要とする家庭に関す

る医療機関から市町村に対する情報提供について」(平成16年3月10日付け雇児総

発第0310001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知)に基づき、対象と

なる者の同意を得て市町村に情報提供を行った病院、診療所は、診療情報提供料と

して診療報酬上の算定ができることになっている。この算定に係る「診療報酬の算

定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」(平成28年3月4日付け保医

発0304第3号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官通知)の関連する事項に

ついては、別添2のとおりである。

④病院、診療所は市町村への情報提供後、市町村ど清報を共有するとともに、連携

して妊産婦や子どもに対する医療の提供を行う。その際、市町村との連絡等の窓口

となる部署や担当者を事前に決めておくことが望ましい。

⑤当該情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものであ

り、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法

律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

⑥児童相談所及び市町村の児童福祉・母子保健等、協議会の調整機関における病

院、診療所との連携強化に関するより具体的な留意事項については、「児童虐待の防

止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について」(平成24年Ⅱ月30

日付け雇児総発Ⅱ30第2号・雇児母発H30第2号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長・母子保健課長通知)を参考とすること。

(3)助産所

助産所は、妊産婦や子ども、保護者の心身の問題に対応することにより、特定妊婦

及び要支援児童等を把握しやすい立場にあり、子ども虐待の早期発見・早期対応にお

いて重要な役割を担っているととから、以下のことに留意して取り組むこと。

①主に別表1~2を参考に、特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な支援

につなげるために、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情報提供を

②情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び特定妊

婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体

的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要であ

る。

③なお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童に必要な支
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援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村への情報提供に努め

ること。また、当該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規定に基づ

くものであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘

義務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

④情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早期対

応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応するこ

と。

⑤市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議会と

の関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協議

する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

(4)児童福祉施設等

①助産施設

助産施設は、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を

受けることができない妊産婦を入所させて、助産を受けさせることを目的とする施

設であり、妊産婦等の出産前後の健康管理、母乳指導、新生児の保健指導等に対応

することで、特定妊婦及び要支援児童を把握しやすい立場にあるため、子ども虐待

の発生予防において重要な役割を担っていることから、以下のことに留意して取り

組むこと。

ア主に別表1~2を参考に、特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な

支援につなげるために、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情

報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び特定

妊婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身

体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要で

ある。

ウなお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童に必要

な支援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村への情報提供

に努めること。また、当該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規

定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏

示罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意された

し、

工情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

tること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

②保育所及び幼保連携型認定こども園
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保育所及び幼保連携型認定こども園は、子どもの心身の状態や家庭での生活、養

育の状態等及び保護者の状況などの把握ができ、保護者から相談を受け、支援を行

うことが可能な機関であり、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期

対応にもつながるため、以下のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表1~2を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援にっな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がっ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

③地域子育て支援拠点

地域子育て支援拠点は、乳幼児及びその保護者が相互に交流する場所を開設し、

子育ての相談、情報提供、助言その他の援助を実施しており、その取組は、子ども

虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下のことに留意して取

り組むこと。

ア子育て親子の交流の場の提供や子育て等に関する相談、援助などを通じ、主に

別表1~2を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるた

めに、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がっ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

tること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

10



会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

④児童館

児童館は、地域のすべての子どもを対象とし、遊び及び生活の援助と地域におけ

る子育て支援を行い、子どもを心身とも健やかに育成することを目的に、子育て家

庭に対する相談・援助、交流の場や放課後児童クラブの実施などに取り組んでお

り、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、

以下のことに留意して取り組むこと。

ア子どもの居場所の提供や保護者の子育て支援などを通じ、主に別表1~3を参

考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるために、要支援児

童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当i亥情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

⑤放課後児童クラブ

放課後児童クラブは、年齢や発達の状況が異なる子どもを同時にかつ継続的に育

成支援をするため、放課後等に学校の空き教室等を利用して適切な遊び及び生活の

場を与え、子どもの状況や発達段階を踏まえながら、その健全な育成を図る取組が

されてぃる。また、学校や地域の様々な社会資源との連携を図りながら、保護者と

連携して育成支援を行うとともに、その家庭の子育てを支援する役割を担ってお

り、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、

以下のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表1及び別表3を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援

にっなげるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこ

と。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。
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ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がっ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当i亥清報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、放課後児童支援員等の各自の判断のみで対

応することなく、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図るととが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

⑥児童家庭支援センター

児童家庭支援センターは、地域の子どもの福祉に関する各般の問題につき、家庭

その他からの子どもに関する相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするもの

に応じ、必要な助言を行っている。また、児童相談所、児童福祉施設等との連絡調

整等を総合的に行い、地域の子ども、家庭の福祉の向上を図る役割を担っており、

その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下

のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表1~3を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援にっな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等が必要な支援にっ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当ヨ亥情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工また、情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、各自の判断のみで対応することな

く、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。

オ連絡調整先のーつである協議会との関係を深めるなど、引き続き連携体制の構

築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協議する個別ケース検討会議には、

積極的に参加し、関わりをもつこと。

(5)学校

①幼稚園

幼稚園は、家庭や地域社会との連携を深め、地域の実態や保護者及び地域の人々

の要請などを踏まえ、地域における幼児期の教育のセンターとして施設や機能を開

放し、積極的に子育てを支援していく役割を担っており、その取組は、子ども虐待
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の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下のことに留意して取り組

むこと。

ア主に別表1~2を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、教職員等一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、園全体の共通認識の下に、組織的に

対応すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

また、私立園において、協議会に参画していない場合には、これを機に、積極

的に参画して関係機関との連携・協力を図り、子ども虐待の防止等に関する市町

村の施策への協力が望ましいこと。

力通告後の関係機関との連携を図る上では、「児童虐待の防止等のための学校、教

育委員会等の的確な対応について」(平成22年3月24日付け21文科初第7フ7号

文部科学大臣政務官通知)を参考にすること。

②小学校及び中学校等

学校は、学級担任や養護教諭を中心に行われる朝の健康観察をはじめ、学校生活

全般を通して健康観察を行うことで、子どもの心身の健康状態を把握する役割を担

つておりその取組は、子ども虐待の早期発見・早期対応にもつながるため、以下、

のことに留意して取り組むこと。

ア主に別表3を参考に、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必要な

支援にっなげるために、居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。当該情

報提供に際しては、市町村との連絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくこ

とが望ましい 0

イ関係部局への情報提供の際は、要支援児童等と思われる者の保護者等に対し、

原則として、情報提供の概要を説明し、居住する市町村による支援を受けること

が、身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明すること。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等と思われる者に必

要な支援がつながるよう、居住する市町村への情報提供に努めること。また、当

該情報提供は、児童福祉法第21条の 10の5第1項の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する
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法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工情報提供を適切に行うためには、教職員等一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、各自の判断のみで対応することな

く、学校全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

また、私立学校において、協議会に参画していない場合には、これを機に、積

極的に参画して関係機関との連携・協力を図り、子ども虐待の防止等に関する市

町村の施策への協力が望ましいこと。

力通告後の関係機関との連携を図る上では、「児童虐待の防止等のための学校、教

育委員会等の的確な対応について」(平成22年3月24日付け21文科初第7フ7号

文部科学大臣政務官通知)を参考にすること。

(6)その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関する機関

(1)から(5)に記載した機関以外の機関(*3)においても、妊婦、子どもや保

護者等の状況などの把握ができ、保護者等から相談を受け、支援を行うことが可能な

機関であり、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながる

ため、以下のことに留意して取り組むこと。

(*3)その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関する機関(例)

家庭的保育事業実施機関、小規模保育実施機関、一時預かり事業実施機関、利用者支援事

業実施機関なと

ア別表1~3を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援にっなげるた

めに、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。

イ情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支援

児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。

ウなお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がっな

がるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、当該

情報提供は、児童福祉法第21条の10の5第1項の規定に基づくものであるため、

同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の

規定に抵触するものではないことに留意されたい。

工また、情報提供を適切に行うために、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・

早期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。

オ市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議会

との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協

議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。
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(フ)都道府県

都道府県は、地域における保健・医療・福祉・教育等の連携体制について状況を把

握し、必要に応じて、市町村に対して助言、援助を行うこと。また、管内の各関係機

関に対して実施に当たっての調整を行い、連携体制の整備を推進すること。

さらに、市町村の取組状況に配慮しつつ、地域連携の好事例を把握して他の地域や

病院、診療所、児童福祉施設、学校等に周知するなどして、管内の各関係機関の要支

援児童等への対応の水準の向上に努めること。

また、所管する私立学校に対して、市町村への要支援児童等の情報提供に関する周

知及び情報提供を通じた協議会への参画の促進に努めること。

なお、医療機関との連携体制の推進に当たっては、「児童虐待防止対策支援事業の実

施にっいて」(平成28年7月27日付け雇児発0727第2号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知)に定められた「医療的機能強化等事業」を活用し、都道府県等の中核

的な小児救急病院等を中心とした連携体制の整備を進めることも可能である。
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